
１．報告産別構成単組数、非正規処遇改善取り組み単組数
2011年3月4日公

表

報告構成組織数 10 産別 18産別

報告産別の構成単組数 2,841 組合 5,755組合

1,178 組合 779組合

２．待遇改善要求、組織化取り組み状況

73 組合 34組合

12重点 正社員への転換ルールの明確化・導入 135 組合 67 組合 34組合

６０歳以降の雇用制度の導入 121 組合 8 組合 1組合

653 組合 600組合

12重点 昇給ルールの明確化・導入 125 組合 17 組合 13組合

時間給の引き上げ 145 組合 222組合

39 組合 630 組合 329組合

12重点 90 組合 46 組合 15組合

12重点 202 組合 32 組合 1組合

中期的
重点

制度導入 100 組合 14 組合 0組合

12重点 支給 92 組合 38組合

23 組合 23組合

年次有給休暇の改善 5 組合 16 組合 5組合

12重点 182 組合 16 組合 14組合

177 組合 1 組合 2組合

80 組合 8組合

福利厚生施設利用に関する制度の整備 42 組合 79 組合 6組合

労災付加給付(正社員と支給基準を同等） 24 組合 1 組合 1組合

5 組合 9組合

27 組合 5 組合 7組合

0 組合 1組合

中期的
重点

退職金制度導入 41 組合 0 組合 1組合

企業年金への加入制度の導入 17 組合 0 組合 0組合

⑦そ
の他

組合 282 組合 37組合

実施済み・
予定

未実施・
予定なし

47組合 20組合

305組合 22組合

63組合 22組合

5組合 58組合

派遣労働者の処遇改善に向けた取り組みを行った。

■間接雇用（派遣労働者）
取り組み事項

(4)具体例
(1)～(3)の項目、あるいはそれ以外で派遣の処遇改
善に向けた取り組み

(1)実態把握 派遣労働者の受け入れについて把握している。

(2)コンプライアンス遵守
コンプライアンス遵守を会社側に要請した。
(例：受け入れの事前協議、派遣先労働者への説明、
社会･労働保険の加入、期間制限と申し込み等）

(3)処遇改善

⑥退職金・企業年金に関する取り組み

①～⑥の項目以外でパート労働者等の処遇改善に向けた取り組み
★具体的な内容を別紙「要求・解決の具体的内容」へ記入

慶弔休暇（正社員と同様の付与基準）

公職休暇（裁判員制度導入に伴う制度を正社員と同様の付与基準）

④福利厚生に関する取り組み

⑤教育･能力開発

職務遂行上必要な教育訓練（正社員と同様の機会）

①人事制度と就業管理に関する取り組み

②賃金・一時金に関する取り組み

パート労働者等を含む最賃協定

時間外割増率(正社員と同様の割増率）

通勤手当・駐車料金（正社員と支給基準を同等）

一時金

③休日・休暇に関する取り組み

２０１２春季生活闘争　非正規共闘、パート・有期契約共闘　処遇改善

　うち、非正規労働者の処遇改善に取り組んでいる単組数

■直接雇用
ｶﾞｲﾄﾞﾗ
ｲﾝ

パート共
闘設定

取り組み項目
導入済み 要求集計

(2012年３月９日公表）
要　　求



■時間給引き上げ（時間給換算可能組合）

組合　　　・

合　　計 159 組合 26.52 円 組合 円

【内訳】

Ａ・Ｂタイプ 6 組合 54.12 円 組合 円

Ｃ・Ｄタイプ 114 組合 25.33 円 組合 円

不問・不明 39 組合 25.18 円 組合 円

2011年3月4日公表 98 組合 24.68 円 組合 円

■組織化に関わる課題

359 組合 116 組合

9 組合 19 組合

38 組合 66 組合

20,018 人 19,294 人

2 組合 5 組合

7 組合 2 組合

❹　パート労働者等の加入に伴う組合規約・
労働協約の改定をおこなった

❺　その他　パート労働者等の組織化に関わ
る課題に取り組んだ

要　　求 妥　　結

2011年3月4日公表

❶　企業内におけるパート労働者等の実態把
握に取り組んだ

❷　企業内におけるパート労働者等の組織化
方針・スケジュールを策定した

❸　2011年７月以降、パート労働者等を拡大
した

0 159 組合(タイプ含）】

2012/3/9

パート等時間給の引上げ、組織化の取り組み
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